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1. 2023年2月期第1四半期の連結業績（2022年3月1日～2022年5月31日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年2月期第1四半期 7,881 ― △324 ― △296 ― △357 ―
2022年2月期第1四半期 14,535 107.7 △697 ― △616 ― △834 ―

（注）包括利益 2023年2月期第1四半期　　△240百万円 （―％） 2022年2月期第1四半期　　△798百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後

1株当たり四半期純利益
円 銭 円 銭

2023年2月期第1四半期 △6.74 ―
2022年2月期第1四半期 △15.72 ―

（注１）前第１四半期連結会計期間において行われた企業結合に係る暫定的な会計処理が前連結会計年度末に確定しており、2022年２月期第１四半期につい
ては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の当初配分額の重要な見直しが反映された後の金額によっております。
（注２）当第１四半期連結会計期間の期首より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を適用しており、2023年２月期第１四半
期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっており、当該基準等適用前の前期の実績値に対する増減率は記載しておりません。な
お、総額売上高（従来の計上方法による売上高）は、19,455百万円（+33.8％）であります。

(2) 連結財政状態
総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2023年2月期第1四半期 55,995 17,559 29.9 315.86
2022年2月期 54,262 18,007 31.8 325.05
（参考）自己資本 2023年2月期第1四半期 16,759百万円 2022年2月期 17,247百万円
（注）当第１四半期連結会計期間の期首より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を適用しており、2023年２月期第１四半
期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。

2. 配当の状況
年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2022年2月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
2023年2月期 ―
2023年2月期（予想） 0.00 ― ― ―

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

(注) 2023年２月期の期末及び合計の配当金額は未定であります。

3. 2023年 2月期の連結業績予想（2022年 3月 1日～2023年 2月28日）
（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 32,000 ― 50 ― 50 ― 4,400 339.8 82.92

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有
（注）2023年２月期の期首より「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号　2020年３月31日)等を適用しており、上記の業績予想は当該会計基準等を
適用した後の数値となっております。なお、総額売上高（従来の計上方法による売上高）の予想は、77,000百万円（+18.4％）であります。



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無
新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有
② ①以外の会計方針の変更 ： 無
③ 会計上の見積りの変更 ： 無
④ 修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）
① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2023年2月期1Q 53,289,640 株 2022年2月期 53,289,640 株
② 期末自己株式数 2023年2月期1Q 229,618 株 2022年2月期 228,418 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 2023年2月期1Q 53,060,425 株 2022年2月期1Q 53,074,716 株

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、そ
の達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる
条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料３ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報（3）連結業績予想などの将来
予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１． 当四半期決算に関する定性的情報 

（1）経営成績に関する説明 

当第１四半期（2022年３月 1日～2022年５月 31日）におけるわが国経済は、現政権下での総

合経済対策による景気減速への対応が進み景気の緩やかな回復への期待感があるものの、中国

における新型コロナウイルス感染症の再拡大やウクライナ情勢の長期化等で、供給面での制約

や原材料価格の上昇、金融資本市場の変動等の影響により、依然極めて厳しい状況のうちに推移

いたしました。 

百貨店業界におきましては、まん延防止等重点措置の解除に伴い消費マインドが徐々に復調

したこと、また、コロナ禍で創出した様々な取組みが寄与したこと等もあり、東京地区百貨店売

上高は前年実績を大幅に上回りました。  

こうした状況の中、当社グループでは、新たな「中期経営計画『サステナブルな成長に向けて』

(2022～2024 年度)」において、将来のありたい姿を実現するために「未来に希望の火を灯す、

全てのステークホルダーが幸せになれる場を創造する」ことを「MISSION」として位置づけ、

その実現に向けた新たな成長基盤づくりと成長軌道への回復を推進してまいりました。 

以上の結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は 7,881 百万円(前年同四半期は売上高

14,535百万円)、営業損失は 324百万円(前年同四半期は営業損失 697 百万円)、経常損失は 296

百万円(前年同四半期は経常損失 616 百万円)、親会社株主に帰属する四半期純損失は 357 百万

円(前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純損失 834 百万円)となりました。なお、「収益

認識会計基準」等の適用により、当第１四半期連結累計期間の売上高は 11,590 百万円減少して

おります。 

＜百貨店業＞ 

百貨店業の銀座店では、中期経営計画の諸施策の下、当第１四半期におきましては、４月に銀

座店の各階で、持続可能な社会へ向けた暮らしを提案する「Beautiful Mind 毎日ひとつ私と誰

かにいいことを」を開催いたしました。３回目となる今回は「サーキュラーエコノミー（循環型

経済）」をテーマに、人や地域・社会、地球環境に配慮するエシカル志向とサステナブルな暮ら

しを切り口とした様々な商品を提案したことで、各方面で大きな話題となりました。 

また、５月には、外商顧客、友の会会員、各ショップのお得意様等に向け「松縁会・ENJOY 

MATSUYA WEEK」を開催いたしました。春夏商材の提案に加え、百貨店らしい数々のおもて

なしイベント等でお客様との絆をさらに深めたこの取組みは、顧客基盤の拡大と深耕に大きく

寄与いたしました。 

当社の強みとなるコンテンツ事業におきましては、「OZAKI30 尾崎豊展」や「TV アニメ 『鬼

滅の刃』全集中展 Ⅱ」を開催する等、独自性と話題性のある企画によって集客力を高め、売上

の向上に努めてまいりました。 

浅草店におきましては、入居する商業施設「EKIMISE」との相乗効果の発揮に取り組み、施

設内を買い廻るお客様の需要を取り込むプロモーションの強化や、お客様への積極的な商品提

案やおもてなしを強化する等、業績の向上に尽力してまいりました。   
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以上の結果、百貨店業の売上高は 6,294百万円(前年同四半期は 13,090 百万円)、営業損失は

294 百万円(前年同四半期は営業損失 467 百万円)となりました。なお、「収益認識会計基準」等

の適用により、売上高は 11,590百万円減少しております。 

＜飲食業＞ 

飲食業の㈱アターブル松屋におきましては、婚礼宴会部門において婚礼組数の獲得に取り組

んだ結果、主に「東京大神宮マツヤサロン」の売上が拡大したことにより、売上高は前年を上回

りました。また、営業費用の圧縮にも取り組んだ結果、営業損失は改善いたしました。 

以上の結果、飲食業の売上高は 742百万円(前年同四半期は 513 百万円)、営業損失は 69百万

円(前年同四半期は営業損失 260百万円)となりました。 

＜ビル総合サービス及び広告業＞ 

ビル総合サービス及び広告業の㈱シービーケーにおきましては、宣伝装飾部門の売上が拡大

したものの、建装部門において前年に大型受注を計上したことの影響を受けた結果、売上高、営

業利益とも前年を下回りました。 

以上の結果、ビル総合サービス及び広告業の売上高は 1,099百万円(前年同四半期は 1,315 百

万円)、営業利益は 7百万円(前年同四半期は営業利益 55 百万円)となりました。 

 

（2）財政状態に関する説明 

当第１四半期連結会計期間末の資産合計は前連結会計年度末に比べ、1,732 百万円増加し

55,995 百万円となりました。これは主に現金及び預金 1,052 百万円の増加等によるものであり

ます。負債合計は前連結会計年度末に比べ、2,180 百万円増加し 38,436 百万円となりました。

これは主に契約負債 3,322百万円の増加、支払手形及び買掛金 1,542 百万円の増加、その他流動

負債 2,060 百万円の減少等によるものであります。純資産合計は利益剰余金 564 百万円の減少

等により、448百万円減少し 17,559百万円となりました。なお、「収益認識会計基準」等の適用

により、利益剰余金の当期首残高は 207百万円減少しております。 

 

（3）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

通期の業績予想につきましては、2022 年４月 14 日に公表いたしました業績予想を修正してお

ります。詳細につきましては、本日別途公表いたしました「業績予想の修正に関するお知らせ」

をご参照ください。 
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

(1) 四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年２月28日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,441 3,493

受取手形及び売掛金 3,447 4,324

棚卸資産 1,742 1,648

その他 633 717

貸倒引当金 △12 △16

流動資産合計 8,251 10,167

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 9,738 9,552

土地 18,600 18,600

その他（純額） 407 395

有形固定資産合計 28,746 28,548

無形固定資産

借地権 9,379 9,379

その他 654 615

無形固定資産合計 10,034 9,995

投資その他の資産

投資有価証券 5,622 5,648

その他 1,617 1,644

貸倒引当金 △9 △9

投資その他の資産合計 7,229 7,283

固定資産合計 46,010 45,827

資産合計 54,262 55,995

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,713 7,256

短期借入金 8,773 8,732

未払金 631 721

未払法人税等 301 35

契約負債 ― 3,322

賞与引当金 108 216

商品券等回収損失引当金 517 378

ポイント引当金 89 ―

その他 4,650 2,589

流動負債合計 20,786 23,252

固定負債

長期借入金 11,193 11,061

環境対策引当金 25 25

再開発関連費用引当金 487 487

退職給付に係る負債 552 558

その他 3,210 3,050

固定負債合計 15,468 15,183

負債合計 36,255 38,436
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年２月28日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年５月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 7,132 7,132

資本剰余金 5,411 5,411

利益剰余金 3,253 2,688

自己株式 △297 △297

株主資本合計 15,499 14,934

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,991 2,055

退職給付に係る調整累計額 △243 △230

その他の包括利益累計額合計 1,748 1,824

非支配株主持分 759 799

純資産合計 18,007 17,559

負債純資産合計 54,262 55,995
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(2) 四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2021年３月１日
　至 2021年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年３月１日
　至 2022年５月31日)

売上高 14,535 7,881

売上原価 11,583 4,050

売上総利益 2,952 3,831

販売費及び一般管理費 3,649 4,155

営業損失（△） △697 △324

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 4 6

債務勘定整理益 52 26

受取協賛金 5 8

助成金収入 76 59

その他 36 28

営業外収益合計 174 129

営業外費用

支払利息 57 47

商品券等回収損失引当金繰入額 26 25

その他 9 28

営業外費用合計 92 101

経常損失（△） △616 △296

特別利益

負ののれん発生益 376 ―

その他 61 ―

特別利益合計 438 ―

特別損失

固定資産除却損 8 6

投資有価証券評価損 66 ―

臨時休業による損失 241 ―

段階取得に係る差損 332 ―

特別損失合計 649 6

税金等調整前四半期純損失（△） △827 △302

法人税、住民税及び事業税 22 10

法人税等調整額 △15 3

法人税等合計 6 14

四半期純損失（△） △834 △317

非支配株主に帰属する四半期純利益 ― 39

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △834 △357
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2021年３月１日
　至 2021年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年３月１日
　至 2022年５月31日)

四半期純損失（△） △834 △317

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 25 63

退職給付に係る調整額 10 13

その他の包括利益合計 36 76

四半期包括利益 △798 △240

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △798 △280

非支配株主に係る四半期包括利益 ― 39
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（3）四半期連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

該当事項はありません。 

 

（会計方針の変更） 

（収益認識に関する会計基準等の適用） 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29号 2020年３月 31日。以下「収益認識

会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサー

ビスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取れると見込まれる

金額で収益を認識しております。 

これにより、当社グループが代理人として関与したと判定される取引については純額で表

示しております。また、販売促進のためのポイント制度において、付与ポイントを履行義務と

識別して契約負債を認識し、履行義務が消滅する利用・失効時に収益を認識しております。さ

らに、自社商品券の未使用部分について、使用見込分の回収率に応じて比例的に収益を認識

しております。 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第 84項ただし書きに定める経過

的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及

適用した場合の累積的影響額を、当第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、

当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認識会計基準第 86項に

定める方法を適用し、当第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従って

ほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。

また、収益認識会計基準第 86 項また書き(1)に定める方法を適用し、当第１四半期連結会計

期間の期首より前までに行われた契約変更について、すべての契約変更を反映した後の契約

条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を当第１四半期連結会計期間の期首の利

益剰余金に加減しております。 

この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことに

より、利益剰余金の当期首残高が 207百万円減少しております。また、従来方法に比べて、当

第１四半期連結累計期間の売上高は 11,590 百万円減少、売上原価は 11,573 百万円減少、販

売費及び一般管理費は 16 百万円減少しております。なお、「四半期財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第 12 号 2020 年３月 31 日）第 28－15 項に定める経過的な取扱いに従っ

て、前第１四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載し

ておりません。 
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収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動負

債」に表示していた「ポイント引当金」、「商品券等回収損失引当金」及び「その他」の一部は、

当第１四半期連結会計期間より「契約負債」に含めて表示しております。なお、収益認識会計

基準第 89－２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法

により組替えを行っておりません。 

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用） 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第 30 号 2019 年７月４日。以下「時価算

定会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準

第 19 項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号 2019 年７月４日）第 44

－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、

将来にわたって適用することといたしました。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はあ

りません。 

 

（追加情報） 

前連結会計年度末の有価証券報告書の（追加情報）に記載した新型コロナウイルス感染症

の影響に関する仮定について、重要な変更はありません。 

なお、本感染症による影響は不確定要素が多く、今後の感染拡大の状況によっては当社グ

ループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（企業結合等関係） 

(比較情報における取得原価の当初配分額の重要な見直し) 

2021 年４月７日に行われた㈱銀座インズとの企業結合について前第１四半期連結会計期間

において暫定的な会計処理を行っておりましたが、前連結会計年度末に確定しております。  

この暫定的な会計処理の確定に伴い、当第１四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表に

含まれる比較情報において取得原価の当初配分額に重要な見直しが反映されております。 

この結果、前第１四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書は、税金等調整前四半期純

損失、四半期純損失、親会社株主に帰属する四半期純損失がそれぞれ 277 百万円増加してお

ります。 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  2021年３月１日  至  2021年５月31日) 

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

   (単位：百万円) 

 

報告セグメント 

その他 
(注)１ 

合計 
調整額 
(注)２ 

四半期 
連結損益
計算書 
計上額
(注)３ 

百貨店業 飲食業 

ビル総合
サービス
及び 
広告業 

計 

売上高         

  外部顧客への売上高 13,026 512 839 14,379 156 14,535 ― 14,535 

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

64 0 476 540 133 674 △674 ― 

計 13,090 513 1,315 14,919 290 15,210 △674 14,535 

セグメント利益又は 
損失(△) 

△467 △260 55 △671 0 △671 △26 △697 

(注) １  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、用度品・事務用品の納

入、ＯＡ機器類のリース、保険代理業、輸入商品の販売、商品販売の取次ぎ、商品検査業務等が

含まれております。 

２  セグメント利益又は損失(△)の調整額△26百万円は、セグメント間取引消去等であります。 

３  セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

 

２ 報告セグメントごとの資産に関する情報 

  該当事項はありません。 

 

３ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（重要な負ののれん発生益） 

 当第１四半期連結会計期間に㈱銀座インズの株式を追加取得し、持分法適用関連会社から連結子会社

化したことにより、負ののれん発生益376百万円を計上しております。また株式の追加取得時において段

階取得に係る差損332百万円を併せて計上しております。 

 なお、当該負ののれん発生益等は報告セグメントには配分しておりません。 
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Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  2022年３月１日  至  2022年５月31日) 

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報 
   (単位：百万円) 

 

報告セグメント 

その他 
(注)１ 合計 

調整額 
(注)２ 

四半期 
連結損益
計算書 
計上額
(注)３ 

百貨店業 飲食業 

ビル総合
サービス
及び 
広告業 

計 

売上高                 

顧客との契約から生じ

る収益 
6,090 742 593 7,426 148 7,574 ― 7,574 

 その他の収益 

 (注)４ 
143 ― ― 143 163 307 ― 307 

  外部顧客への売上高 6,234 742 593 7,569 311 7,881 ― 7,881 

  セグメント間の内部 

  売上高又は振替高 
60 0 506 566 289 856 △856 ― 

計 6,294 742 1,099 8,136 601 8,738 △856 7,881 

セグメント利益又は 

損失(△) 
△294 △69 7 △356 47 △309 △14 △324 

(注) １  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、用度品・事務用品の納

入、保険代理業、輸入商品の販売、商品販売の取次ぎ、商品検査業務、不動産賃貸業等が含まれ

ております。 

２  セグメント利益又は損失(△)の調整額△14百万円は、セグメント間取引消去等であります。 

３  セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

４ その他の収益は、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号 2007年３月30日） 

の範囲に含まれる不動産賃貸収入等であります。 

 

２ 報告セグメントごとの資産に関する情報 

  該当事項はありません。 

 

３ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

  該当事項はありません。 

 

４ 報告セグメントの変更等に関する事項 

（収益認識に関する会計基準等の適用） 

 （会計方針の変更）に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間の期首から「収益認識に関する会計

基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を適用し、収益認識に関する会計処理方法を変更した

ため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更しております。 

当該変更により、従来の方法に比べて、当第１四半期連結累計期間の「百貨店業」の売上高が11,590百

万円減少しております。 
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（重要な後発事象） 

（取得による企業結合） 

当社は、2022年７月13日の取締役会において、一部株式を保有している株式会社大勝堂について、下記

の通り同社株式を追加取得し、同社を連結子会社とすることを決議いたしました。 

 

１．企業結合の概要 

（1）被取得企業の名称及び事業の内容 

①被取得企業の名称：株式会社大勝堂 

②事業の内容：不動産賃貸業 

（2）企業結合を行う主な理由 

銀座コアビルの再開発に関連し、一連の計画を円滑に進めるため 

  （3）企業結合日 

2022年７月15日 

  （4）企業結合の法的方式 

    現金を対価とする株式取得 

  （5）取得した議決権比率 

     ①企業結合直前に所有していた議決権比率               11.77％ 

     ②企業結合日に追加取得する議決権比率                34.07％ 

     ③企業結合日に被取得企業が取得する自己株式の議決権比率相当の比率  54.16％ 

     ④取得後の議決権比率                        100.00％ 

  （6）取得企業を決定するに至った主な根拠 

    現金を対価とする株式取得であるため 

 

２．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 

株式取得の相手先との株式譲渡契約上の秘密保持義務に係る情報であるため、開示しておりません。 

 

３．主要な取得関連費用の内容及び金額 

 現時点では確定しておりません。 

 

４．損益に与える影響 

本株式取得に伴い、2023 年２月期において、段階取得に係る差益 495 百万円、負ののれん発生

益 247 百万円を特別利益に計上する見込みです。なお、負ののれん発生益の金額については、取得原価

の配分が完了していないため、暫定的に算定された金額であります。 
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（固定資産の譲渡） 

当社は、2022年７月 13日の取締役会において、下記の通り固定資産の一部を譲渡することを決議いたしま

した。 

 

１．譲渡の理由 

当社の財務体質の強化を図るため 

 

２．譲渡資産の内容 

資産の内容及び所在地 譲渡価額 帳簿価額 売却益 現況 

土地 

東京都中央区銀座五丁目 

１番３,17,18 

建物 

東京都中央区銀座五丁目 

１番地６他の共有持分 

4,192百万円 7百万円 4,184百万円 複合商業ビル 

 

３．譲渡の日程 

2022年７月 19日 売買契約締結 

2022年７月 19日 物件引渡し 

 

４．譲渡先 

ヒューリック株式会社 

 なお、当社と譲渡先との間には、記載すべき資本関係、人的関係、取引関係及び関連当事者関係はあり

ません。 

 

５．損益に与える影響 

2023年２月期において、固定資産売却益 4,184百万円を特別利益に計上する見込みです。 
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